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雇用経済部 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

【現状と課題】 

 経済環境の現状は、国際情勢に目を向けると、米国の通商政策による世界的なサプラ

イチェーンの再構築や、ウクライナ・中東などの地政学リスクによるエネルギー価格の

高騰、また日中関係の不確実性など、依然として先行きが見通せない状況です。 

 一方、ＡＩやデータセンターなどの先端デジタルインフラへの投資が、世界的な設備

投資を牽引する等、明るい兆しも見えます。 

 国内については、物価高や人件費の上昇など、厳しい経営環境が続く中、国は物価高

対策を含む経済対策を最優先事項に据え、新たな総合経済対策を打ち出しました。 

こうした中、中長期的な本県産業の競争力強化に向け本県の強みである半導体産業の

さらなる振興を図るとともに、「2050 年カーボンニュートラル」実現のため、ペロブス

カイト太陽電池の実装に向けた取組や、洋上風力発電のサプライチェーン構築やデータ

センター等への再エネ電源を活用した取組の基礎調査等に取り組む必要があります。 

加えて、本県産業の成長には、県内企業数の 99.8％を占める中小企業・小規模企業の

成長が不可欠であり、物価高や賃上げによるコスト上昇への対策や、価格転嫁の促進に

取り組む必要があります。 

また、労働力不足に対しては、効果的な情報発信を行い県内就職や県外からの人材確

保を促進するとともに、誰もが働きやすい環境整備を社会全体で進めなければなりませ

ん。 

他方で、予測困難な国際情勢の中で、新たな販路の開拓や拡大に向け、県内企業等の

海外展開を支援していく必要があります。 

 

 

【令和８年度当初予算のポイント】 

こうした課題に対し、本県産業の競争力維持・強化と持続的発展につなげていくため、

雇用経済部における令和８年度当初予算では、４つのポイントを掲げ、取組を進めていき

ます。 

 

（１）成長産業の振興とイノベーションの創出 

 

（２）国内外における販路拡大の促進 

 

（３）中小企業・小規模企業の経営力強化 

 

（４）若者や女性、外国人をはじめとした多様な人材の確保 



雇用経済部 2  

２ 主な重点項目 

（１） 成長産業の振興とイノベーションの創出 

半導体産業のさらなる振興を図るとともに、ペロブスカイト太陽電池の実装に向けた

取組や、洋上風力発電のサプライチェーン構築やデータセンター等への再エネ電源を 

活用した取組の基礎調査等を進めるほか、地域経済を牽引する企業の誘致など、産業  

基盤の強化に取り組みます。 

また、県外スタートアップの誘致や、ＡＩの活用等による県内企業等のＤＸの促進に

取り組みます。 

 

≪主な事業≫ 

〇成長産業の振興 

【半導体産業の振興】 

①半導体産業投資促進事業 ２１，０００千円 

［企業誘致推進課（224-2819）］ 

 半導体関連産業のさらなる振興のため、「みえ半導体産業振興方針（仮称）」を策定し、半導体関

連企業の集積の促進を図ります。また、認知度向上に向けた情報発信や半導体人材の育成に取り組む

とともに、販路拡大や技術力向上に向けた商談会や技術交流会を開催します。 

 

【カーボンニュートラルを契機とした競争力の強化】 

②（新）ＧＸ型産業構造移行推進事業 １８，８８１千円 

 ［新産業振興課（224-3113）］ 

 県内自動車関連企業等の競争力の維持・強化に向けて、次世代自動車を題材に、サーキュラ―エコ

ノミーの観点を踏まえた技術的解説を行う講習会を開催するとともに、業態転換等に向けた伴走支援

を実施します。また、医療・介護分野における試作品等の実証を支援します。 

 

③（新）クリーンエネルギー産業基盤形成事業 ３５，５００千円 

 ［新産業振興課（224-2749）］ 

 再生可能エネルギーをはじめとするクリーンエネルギーの導入促進を図るため、ペロブスカイト 

太陽電池の実証等を行います。さらに、洋上風力発電については、地域で十分な議論ができるよう  

取組を支援するとともに、製造・メンテナンス等のサプライチェーン構築やデータセンター等への 

再エネ電源を活用した地域共生に関する取組の基礎調査・研究を行います。また、水素・アンモニア

等の利活用に係る技術開発・実証等の支援や、水素等の利活用及びサプライチェーン構築を検討しま

す。 

 

④四日市コンビナート競争力強化事業 ６０，２８８千円 

 ［新産業振興課（224-2749）］ 

 四日市コンビナートの競争力強化や脱炭素化に係る協議を促進するとともに、プラント運営人材の

育成や水素モビリティの普及を促進します。 
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〇産業基盤の強化 

【地域産業を牽引する企業の誘致】 

⑤県内投資促進事業                         １，８３９，２０４千円 

［企業誘致推進課（224-2819）］ 

新たな雇用の場を創出するため、企業投資促進制度やワンストップサービスなどを活用した誘致活

動を行い、付加価値の高い成長性のある企業や情報通信産業への投資、県外からの事務所機能の新設・

移転等を支援します。また、三重県の操業環境を発信する企業投資セミナーを開催します。 

 

【技術支援機能の強化】 

 ⑥工業研究所整備事業                          ６００，１２２千円 

 ⑦（新）高等技術学校整備事業                      １９４，９２６千円 

［工業研究所・津高等技術学校一体整備プロジェクトチーム（224-3114）］ 

「三重県工業研究所の津高等技術学校との一体整備を含む建替え再整備基本計画」に基づき、施設の

基本・実施設計を行うとともに、各種調査等を実施します。 

 

〇イノベーションの創出 

 ⑧（一部新）スタートアップ支援事業                    ６７，３７７千円 

 ［産業イノベーション推進課（224-2227）］ 

三重発スタートアップの創出・成長をめざし、成長段階に応じた支援に取り組むとともに、スタート

アップの活動拠点となるインキュベーション施設の整備支援に取り組みます。また、県外スタートアッ

プを誘致するため、都市部の事業共創施設との連携や実証フィールドの活用を通じて、スタートアップ

が開発した新製品やサービス等を社会実装する取組を促進します。 

 

 ⑨（一部新）ＤＸ推進事業  ４４，８０２千円 

［産業イノベーション推進課（224-2318）］ 

  ＡＩの活用等による県内企業等のＤＸを促進するため、人材育成や伴走支援を実施するとともに、

女性を対象としたデジタルスキル習得のためのオンライン講座を開催します。また、「みえＤＸ推進

ラボ」の機能を強化し、産学官金が連携して新事業の創出等を支援します。 
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（２）国内外における販路拡大の促進 

物価高などへの対応や、県内企業等の収益力強化を図るため、国内外の新たな販路開

拓や拡大を促進します。また、「三重県誕生150周年」や「式年遷宮」等の好機を活用し、

首都圏や関西圏をはじめとした国内や、海外に向けて三重の魅力を発信します。 

 

≪主な事業≫ 

〇海外展開支援 

 ①県内中小企業海外展開促進事業 ３１，００８千円 

（３４，７０８千円 ※令和７年度２月補正予算含みベース） 

［企業誘致推進課（224-2499）］ 

  県内企業のアジアをはじめとした海外への展開を後押しするため、関係機関と連携し、海外ビジネ

スセミナーを開催するとともに、「三重県アセアンビジネスサポートオフィス（ＭＩＳＡ）」による

支援を実施します。また、販路の多角化に向け、海外展示商談会における出展を支援します。 

 

 ②海外ビジネス展開支援事業 ３４，９７４千円 

（４６，６７４千円 ※令和７年度２月補正予算含みベース） 

［企業誘致推進課（224-2499）］ 

  県内中小企業等の海外への展開や販路の多角化を促進するため、展示会・商談会への出展や、海外

向け新商品の試作開発等を支援します。 

 

 ③「みえの食」儲かる輸出ビジネスサポート事業 １３，１６５千円 

［県産品振興課（224-2336）］ 

  県産品の輸出促進のため、輸出相談窓口を設置するとともに、見本市への出展など商談機会の創出

や、新たに輸出に取り組む事業者に対する貿易商社等の知見を生かした支援を実施します。 

 

④食の輸出市場開拓支援事業                             ０千円 

＜事業実施期間：令和８年度＞         （８，０００千円 ※令和７年度２月補正予算） 

［県産品振興課（224-2336）］ 

県内食品事業者の収益力強化のため、セミナーの開催や事業者向けアドバイスなど、新たな輸出 

相手国の開拓を支援します。 

 

 

〇国内展開支援 

【三重テラスを核としたプロモーション】 

 ⑤（一部新）首都圏営業拠点推進事業 １２２，７５８千円 

［県産品振興課（224-2386）］ 

「三重テラス」において、三重の魅力発信の拠点機能を活用するとともに、物販・飲食業務の運営

や「三重テラス部活動」の取組を通じたコミュニティ形成等、首都圏と三重県関係者が「つながる」

取組を促進します。また、第３ステージ終了後の方向性を検討するため、運営に係る総括評価を行い

ます。 
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【県産品の販路拡大】 

⑥戦略的営業活動展開推進事業                       ２１，３３１千円 

［県産品振興課（224-2386）］ 

  県産品の販路拡大や観光誘客を促進するため、首都圏や関西圏をはじめとした国内及び海外におい

て三重の魅力を発信する三重県フェアを開催します。 

 

【伝統産業】 

⑦（一部新）伝統産業・地場産業の新たな市場開拓促進事業          １３，７４３千円 

［県産品振興課（224-2336）］ 

  伝統工芸品・地場産品の販路拡大や魅力発信のため、付加価値の高い商品開発の支援やブラッシュ

アップ等を実施します。また、様々な県産品を組み合わせ、相乗効果を高めた魅力を発信します。 

 

⑧（新）三重の伝統産業担い手確保事業                    ７，５００千円 

［県産品振興課（224-2336）］ 

  伝統産業への就業を促進するため、事業者によるインターンの受け入れを支援します。また、将来

の担い手となる若者を対象に、職人の働く姿や工芸品製作の魅力を伝える職場体験を行うとともに 

首都圏での魅力発信イベントを開催します。 
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（３）中小企業・小規模企業の経営力強化 

県内企業数の 99.8％を占める中小企業・小規模企業の持続的な成長の実現に向け、  

有効な支援策の実施に向けた調査・分析に取り組むとともに、商工団体等と連携して  

企業の経営力の強化に係る取組を支援します。 

また、物価高やエネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業等を支援します。 

 

≪主な事業≫ 

〇経営基盤強化 

①（新）小規模企業向け課題対策事業 １８，７７６千円 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2534）］ 

小規模企業をはじめとする県内企業を対象に、現状や課題、これまでの支援の効果等に係る調査・

分析を実施します。また、「三重県中小企業・小規模企業振興条例」の見直しに向けた検討を進めま

す。 

 

②小規模事業支援費補助金  １，６３９，８３２千円 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2534）］ 

小規模企業等の振興と経営の安定を図るため、補助金を通じて、商工会・商工会議所等が行う経営

や技術の改善に向けた伴走支援を促進します。 

 

③中小企業金融対策事業 ４８９，４４５千円 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2447）］ 

三重県中小企業融資制度により、三重県信用保証協会への保証料補助や金融機関への利子補給補助

等を実施します。 

 

 ④（一部新）エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金         ０千円 

＜事業実施期間：令和７年度～令和８年度＞ （３２３，３２１千円 ※令和７年度１２月補正予算） 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2534）］ 

  中小企業等の生産性向上を促進し、賃上げ等につなげるため、エネルギー価格等高騰や労働力不足

の影響を緩和するための施設・設備の省エネルギー化・効率化や自己消費型再生可能エネルギー機器

の導入などの経営向上の取組を支援します。 

 

〇価格転嫁促進 

 ⑤適正取引・価格転嫁推進事業 ０千円 

＜事業実施期間：令和８年度＞         （５，０００千円 ※令和７年度２月補正予算） 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2534）］ 

  適正取引・価格転嫁に関する三重共同宣言を採択した関係機関・団体と連携して、取引適正化の  

機運醸成に向けたフォーラムを開催するとともに、取適法（改正下請法）などに関するセミナーを  

開催します。 
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 ⑥三重県中小企業支援ネットワーク推進事業               １１２，２６２千円 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2447）］ 

  中小企業等の経営改善や取引適正化に向けた取組が進められるよう、三重県信用保証協会にコー

ディネーターを配置し、管理会計手法の習得・活用等を通じて収益力向上・財務改善支援を実施しま

す。 

 

〇価格高騰対策 

 ⑦エネルギー価格高騰対策支援事業 ０千円 

＜事業実施期間：令和８年度＞      （８２８，０４５千円 ※令和７年度２月補正予算） 

 ［新産業振興課（224-3113）］ 

エネルギー価格高騰の影響を受ける一般消費者や中小企業等の負担を軽減するため、費用の一部を

支援します。 

 

 ⑧（新）県産酒米の価格高騰対策支援事業 ０千円 

＜事業実施期間：令和８年度＞        （５６，３９８千円 ※令和７年度２月補正予算） 

［県産品振興課（224-2336）］ 

酒米の価格高騰に対応できるよう、清酒の製造に使用する三重県産酒米の価格高騰分の一部を支援

します。 
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（４）若者や女性、外国人をはじめとした多様な人材の確保 

労働力の確保に向け、若者のＵ･Ｉターン就職に取り組むとともに、女性や外国人等、

多様な人材の就労を支援します。 

企業の働き方改革への支援や、「カスタマーハラスメント防止条例（仮称）」の制定

等、安心して働き続けられる環境を整備します。 

 

≪主な事業≫ 

〇多様な人材の就労・定着に向けた支援 

【若者・女性】 

 ①（一部新）Ｕ・Ｉターン就職支援事業 ３，２７８千円 

［雇用対策課（224-2465）］ 

若者のＵ・Ｉターン就職と定着を促進するため、学生やその保護者を対象とした就職相談会や企業

説明会を開催します。また、さらなるＵターン就職の促進を図るため、特に三重県出身学生の多い  

中京圏・関西圏の就職支援協定締結大学等と連携を強化し、重点的な情報発信の強化を図ります。 

 

 ②（一部新）就業マッチングシステム運営事業 ５，９６４千円 

   ［雇用対策課（224-2465）］ 

  県内企業の求人情報等を提供する就職求人サイトを運営します。また、多くの若者に県内企業の 

求人情報が届くよう、新たに大手就職情報サイトとの連携に取り組みます。 

 

③女性の県内就労総合推進事業 １８，６９０千円 

［雇用対策課（224-2465）］ 

  県内外の女性求職者等に「三重で楽しみ、働く魅力」をＰＲするとともに、県内就職をめざす女性

のニーズに合わせた支援を実施します。また、非正規雇用の女性等の正規雇用化を促進するため、  

就職に向けた情報の発信や企業向けのセミナーを開催します。 

 

【外国人】 

 ④（一部新）外国人材雇用･就労支援事業 ２９，２３２千円 

［障がい者雇用・就労促進課（224-2461）］ 

  外国人労働者が安心して働くことのできる職場環境づくりを進めるため、企業向けセミナーを開催

するとともに外国人の採用方法等に関する行政書士による企業向け相談を実施します。また、県内企

業と連携し、ｅラーニングを活用した日本語教育プログラムを実証します。さらに、県内就職を希望

する留学生等を対象に合同企業説明会等を開催します。 

 

 ⑤（一部新）外国人材確保支援事業 ７８，１５４千円 

［障がい者雇用・就労促進課（224-2461）］ 

雇用ニーズが高いベトナム及びインドネシアの大学生等を対象に、就業体験や現地合同面接会を 

開催するとともに、三重県で働き暮らす魅力をＳＮＳ等で発信します。また、県内企業を対象とした  

外国人材の活用に関するセミナーを開催します。 
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【障がい者】 

⑥（一部新）はじめての障がい者雇用支援事業 ６，５００千円 

［障がい者雇用・就労促進課（224-2510）］ 

  障がい者雇用の促進に向け、障がい者雇用を検討する県内企業等に専門家を派遣し、企業の課題に

応じた伴走支援を行うとともに、法定雇用率未達成企業と障がい者雇用に積極的に取り組んでいる 

企業が意見交換する機会を提供します。 

 

〇働きやすい職場環境づくり 

⑦（一部新）働き方改革総合推進事業                    ３０，８９５千円 

   ［雇用対策課（224-2454）］ 

「みえの働き方改革推進企業」の登録を促進し、優良事例の表彰を通じて、働き方改革等に取り組

む企業等のすそ野の拡大を図ります。また、短時間正社員制度の導入等、誰もが働きやすい職場環境

づくりに向け、奨励金の支給やモデル事例の周知に取り組みます。 

 

⑧（一部新）カスタマーハラスメント防止対策推進事業            １９，４３０千円 

   ［雇用対策課（224-2454）］ 

「カスタマーハラスメント防止条例（仮称）」を制定するとともに、シンポジウムの開催等を通じ

た条例の周知・啓発を実施します。また、県内企業等におけるカスハラの防止に向け、セミナーの  

開催や相談窓口を開設するほか、アドバイザーの派遣を実施します。 
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３ その他の主要事業 

政 策 名 ・ 事 業 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

《政策名：産業振興》 

〈施策名：（7 - 1）中小企業・小規模企業の振興〉 

１ （一部新）副業･兼業人材活用促進事業 ２５，９７９千円 

【(7-1-1)中小企業・小規模企業の経営支援】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ７ 新産業振興費） 

  県内中小企業等において、デジタル化や省力化等、生産性向上が図られるよう、

専門人材を副業・兼業の形で活用する取組を支援します。また、新たに副業・  

兼業人材の活用ニーズの掘り起こしを行うとともに、活用への理解促進のため、

セミナーを開催します。 

 

２ 事業承継支援総合対策事業               ２２，０９４千円 ２２，０９４千円 

【(7-1-3)事業承継の円滑化】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ７ 新産業振興費） 

  後継者不在による県内企業の廃業を防ぐため、「三重県事業承継ネットワーク」

が行う事業承継の取組を支援するとともに、円滑な事業承継のための資金繰りを 

支援します。 

 

〈施策名：（7 - 2）ものづくり産業の振興〉 

１ 中小企業・小規模企業の課題解決支援事業 ８０，２７０千円 

【(7-2-2)経営基盤の強化・人材育成の推進】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ９ 工業試験研究費） 

県内ものづくり企業の競争力強化を図るため、企業のニーズに応じた共同研究

等を実施します。また、依頼試験、企業への試験機器開放や人材育成等のきめ細

かな技術支援を行います。 

 

２ 成長産業振興事業（みえライフイノベーション総合特区推進事業） 

１４，８１０千円 

【(7-2-5)ライフイノベーションの推進】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ３ 商工業振興費） 

  企業、研究機関等のヘルスケア分野への参入や事業拡大に向けて、必要な  

知識・ノウハウに関する情報提供を行うとともに、医療・福祉現場のニーズとの

マッチング支援、医療・福祉機器メーカー等との商談機会の提供等に取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業・サービ

ス産業振興課 

(224-2534) 

 

 

 

 

 

中小企業・サービ

ス産業振興課 

(224-2534) 

 

 

 

 

 

新産業振興課 

(224-2749） 

 

 

 

 

 

新産業振興課 

(224-3113） 
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政 策 名 ・ 事 業 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

 

〈施策名：（7 - 3）企業誘致の推進と県内再投資の促進〉 

１ 企業操業環境向上事業 ２２０千円 

【(7-3-2)操業しやすい環境づくり】 

 （第７款 商工費 第１項 商工業費 ２ 工業開発費） 

  市町や民間事業者と連携して、新たな産業用地の整備や未利用地の活用に向け

た情報収集に取り組むとともに、庁内において関係部局と連携し、産業用地等の

インフラ整備に関する支援策について検討します。また、企業の操業環境向上を

図るため、規制の合理化や手続きの迅速化等について、関係機関への提案・調整

等を進めます。 

 

２ 四日市港振興事業 １，６７２，６０４千円 

【(7-3-3)四日市港の機能充実と活用】 

（第８款 土木費 第４項 港湾費 ３ 港湾諸費） 

  四日市港におけるコンテナ船用の耐震強化岸壁（Ｗ８１）の整備や、石原・塩

浜地区等における海岸保全施設の地震・津波・高潮対策、港湾施設の老朽化対策、

ＣＮＰ形成に向けた「四日市港港湾脱炭素化推進計画」に基づく取組、四日市港

の賑わいづくりに向けた取組等を支援します。 

 

《政策名：人材の育成・確保》 

〈施策名：（8 - 1）若者の就労支援・県内定着促進〉 

１ 若者の地元就職促進・定着支援事業 ３５，７９０千円 

【(8-1-1)若者等の就労支援】 

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費） 

  若者の県内就職を促進するため、オンライン合同企業説明会など、就職環境の

変化や求職者のニーズに沿った就労支援を実施します。さらに、就職支援情報

ポータルサイトにおけるコンテンツを充実するとともに、ＳＮＳ等を活用した効

果的な情報発信等に取り組みます。また、県内企業における労働力不足を解消す

るため、企業の採用力向上の支援や、若年求職者等とのマッチング機会の創出に 

取り組みます。 

 

２ 公共職業訓練費 ４８１，８５２千円 

【(8-1-2) 人材の育成・確保支援】 

（第５款 労働費 第２項 職業訓練費 ２ 技術学校費） 

  津高等技術学校において、新規学卒者や離転職者など様々な人材を対象とした

多様な職業訓練を実施するとともに、修了生の就職促進や再就職支援を図りま

す。また、県内企業の技術者等の技能向上を図るため、在職者訓練を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

企業誘致推進課 

（224-2819） 

 

 

 

 

 

 

 

雇用経済総務課 

(224-2312) 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用対策課 

(224-2465) 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用対策課 

(224-2454) 
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政 策 名 ・ 事 業 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

 

〈施策名：（8 - 2）多様で柔軟な働き方の推進〉 

 

１ 生涯現役促進地域連携事業               １０，８９６千円 

【（8-2-2）多様な人材の就労支援】 

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費） 

  高齢者が生涯にわたって活躍ができる職場環境づくりを促進するため、県内 

企業を対象に高齢者雇用の理解促進に向けたセミナーや個別相談会を開催する

とともに、求職者の再就職に向けた就職準備セミナーや、キャリアコンサルタン

ト等による個別相談会を開催します。 

 

２ （一部新）障がい者雇用ステップアップ推進事業     １３，１５７千円 

【（8-2-3）障がい者の雇用支援】 

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費） 

  県内企業の障がい者雇用を促進するため、優良事例の普及・啓発、支援制度の

周知、職場定着などに関する人事担当者向けセミナーを行います。また、令和  

８年７月に法定雇用率が2.7％に引き上げられることから、新たに県内企業への

影響等について調査を実施します。 

 

 

《デジタル社会の推進》 

〈施策名：（10 - 1）社会におけるＤＸの推進〉 

１ 空の移動革命促進事業 ７，０５７千円 

【（10-1-3）空の移動革命の促進】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ７ 新産業振興費） 

  将来の空飛ぶクルマの商用運航を見据え、県内でビジネス展開をめざす事業者

間の連携を促進させ、具体的な検討が進むよう民間主導による取組の後押しを行

います。また、空飛ぶクルマに対する理解促進を図るため、県民向け啓発活動を

実施します。 

 

《民主的かつ公正中立な行政運営（行政委員会）》 

１ 労働委員会費 ９７，８６０千円 

（第５款 労働費 第３項 労働委員会費 １ 労働委員会費） 

不当労働行為の審査や、労使間の争議（労働者個人と事業主との紛争を含む）

の円満な解決の支援により、労働組合の健全な活動を守り、労働者が使用者と対

等な立場で安心して働くことができる労働環境づくりを推進します。 

 

 

 

 

障がい者雇用・就

労促進課 

(224-2510) 

 

 

 

 

障がい者雇用・就

労促進課 

(224-2510) 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業イノベー

ション推進課 

（224-2227） 

 

 

 

 

 

 

労働委員会事務

局 

(224-3033) 
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雇用経済部 令和８年度当初予算のポイント・主要事業

令和８年度当初予算 ４つのポイント

○半導体や自動車等、成長産業のさらなる振興
○ペロブスカイト太陽電池の実証等
○洋上風力発電に係るサプライチェーン構築やデータセン
ター等への再エネ電源を活用した取組の基礎調査・研究

○スタートアップの誘致、県内企業等のＤＸを促進

県内産業を取り巻く国内外の状況

○中小企業・小規模企業の持続的な成長を促進
○適正取引・価格転嫁を促進
○物価高に対する県内企業等の負担を軽減

○労働力の確保に向け、若者のＵ･Ｉターン就職を促進
○女性や障がい者、外国人等、多様な人材の就労を支援
○企業における安心して働き続けられる環境を整備
○カスハラ防止条例を制定

○県内企業等の海外展開を支援
○「三重県誕生150周年」「式年遷宮」等の好機を生かし、
首都圏や関西圏等でのプロモーションを実施

○三重が誇る伝統産業･地場産業の魅力を発信

１ 成長産業の振興とイノベーションの創出 ２ 国内外における販路拡大の促進

３ 中小企業・小規模企業の経営力強化 ４ 若者や女性、外国人をはじめとした多様な人材の確保

社会経済の変化に的確に対応し、本県産業の競争力の維持・強化につなげていくため、

令和８年度当初予算では、４つのポイントを掲げ、取組を進めていきます。

・米国の通商政策や日中関係などの影響により、世界経済の先行きが見通せない状況

・国内については、生産年齢人口の減少に伴う労働力不足や物価高による企業収益への影響が顕在化



１ 成長産業の振興とイノベーションの創出 企業誘致推進課 ①、⑤         224-2819
新産業振興課 ②～④ 224-2749
工研・津高技一体整備ＰＴ ⑥、⑦ 224-3114
産業イノベーション推進課 ⑧、⑨ 224-2227
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・半導体産業をはじめとした成長産業のさらなる振興や、産業基盤の強化等を推進
・県外スタートアップの誘致や、ＡＩの活用などによる県内企業等のＤＸを促進

イノベーションの創出

 （一部新）スタートアップ支援事業 67,377千円
（産業イノベーション推進課)

○三重発スタートアップの創出・成長に向け、成長段階に応じた支援や
インキュベーション施設の整備支援を実施

○県外スタートアップを誘致するため、都市部の事業共創施設と連携し、
スタートアップが開発した新製品やサービスを社会実装する取組等を促進

（新）ＧＸ型産業構造移行推進事業
18,881千円(新産業振興課)

○県内自動車関連企業等の競争力の維持・強化に向け、
次世代自動車に係る技術解説や業態転換等に向けた伴走支援を実施

○医療・介護現場における試作品等の実証を支援

（新）クリーンエネルギー産業基盤形成事業
35,500千円（新産業振興課)

○ペロブスカイト太陽電池の導入に向けた実証等を実施
○洋上風力発電について、サプライチェーン構築やデータセンター
等への再エネ電源を活用した地域共生に関する取組の基礎調査・
研究を実施

○水素・アンモニア等の技術開発・実証等の支援や、
水素等の利活用及びサプライチェーン構築に係る検討

 四日市コンビナート競争力強化事業
60,288千円（新産業振興課)

○四日市コンビナートの競争力強化や脱炭素化に係る協議を促進
○プラント運営人材の育成や水素モビリティの普及を促進

 半導体産業投資促進事業 21,000千円（企業誘致推進課)

○「みえ半導体産業振興方針（仮称）」を策定
○認知度向上に向けた情報発信や、人材の育成・確保
○販路拡大や技術力向上に向け、商談会や技術交流会を開催

【半導体産業の振興】

 県内投資促進事業 1,839,204千円 （企業誘致推進課）

○付加価値の高い成長性のある企業や情報通信産業への投資を促進
○県外からの事務所機能の新設・移転等を支援
○企業投資セミナーを開催

【地域経済を牽引する企業の誘致】

 工業研究所整備事業  600,122千円

 （新）高等技術学校整備事業 194,926千円
（工業研究所・津高等技術学校一体整備ＰＴ）

○「三重県工業研究所の津高等技術学校との一体整備を含む建替え再整備基本
計画」に基づき、施設の基本・実施設計を行うとともに、各種調査等を実施

【技術支援機能の強化】【カーボンニュートラルを契機とした競争力の強化】

成長産業の振興

 （一部新）ＤＸ推進事業 44,802千円 
 (産業イノベーション推進課)

○ＡＩの活用等による県内企業等のＤＸを促進
○女性を対象としたデジタルスキル習得ための講座を開催
○「みえＤＸ推進ラボ」の機能を強化し、産学官金が連携して
新事業の創出等を支援

産業基盤の強化

①

②

③

④

⑤

⑥

⑧

⑨

半導体

ペロブスカイト
太陽電池

⑦



・物価高などへの対応や県内企業等の収益力強化を図るため、国内外の新たな販路開拓・拡大を促進
・「三重県誕生150周年」や「式年遷宮」等の好機を生かし、首都圏や関西圏をはじめとした国内や、海外に向けて三重の魅力を発信

２ 国内外における販路拡大の促進 企業誘致推進課  ①、②  224-2499
県産品振興課 ③～⑧    224-2386
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国内展開支援

 戦略的営業活動展開推進事業 21,331千円（県産品振興課)
○県産品の販路拡大や観光誘客を促進するため、首都圏や
関西圏をはじめとした国内及び海外において三重の魅力
を発信する三重県フェアを開催

海外展開支援

 海外ビジネス展開支援事業
46,674千円（企業誘致推進課）
※R7年度2月補正予算含みベース

○県内中小企業等の海外への展開や販路の多角化を促進するため、
展示会・商談会への出展や、海外向け新商品の試作開発等を支援

 「みえの食」儲かる輸出ビジネスサポート事業
13,165千円（県産品振興課）

○県産品の輸出促進のため、輸出相談窓口を設置するとともに、見本
市への出展など商談機会の創出や、新たに輸出に取り組む事業者に
対する貿易商社等の知見を生かした支援を実施

 県内中小企業海外展開促進事業
34,708千円（企業誘致推進課）
※R7年度2月補正予算含みベース

○アジアをはじめとした海外への展開を後押しするため、関係機関
と連携し、海外ビジネスセミナーの開催や、「三重県アセアン
ビジネスサポートオフィス（ＭＩＳＡ）」による支援を実施

○販路の多角化に向け、海外展示商談会における出展を支援

 食の輸出市場開拓支援事業
8,000千円 （県産品振興課）

 （２月補正予算）
○県内食品事業者の収益力強化のため、セミナーの開催
や事業者向けアドバイスなど、新たな輸出相手国の
開拓を支援

（新）三重の伝統産業担い手確保事業
           7,500千円（県産品振興課)

○伝統産業への就業を促進するため、事業者による
インターンの受け入れを支援

○職人の働く姿や工芸品製作の魅力を伝える職場体験を
行うとともに、首都圏での魅力発信イベントを開催

【県産品の販路拡大】

【三重テラスを核としたプロモーション】

 （一部新）首都圏営業拠点推進事業
122,758千円（県産品振興課)

○「三重テラス」において、三重の魅力発信の拠点機能を活用すると
ともに、首都圏と三重県関係者が「つながる」取組を促進

○第３ステージ終了後の方向性を検討するため、運営に係る
総括評価を実施

【伝統産業】

 （一部新）伝統産業・地場産業の新たな市場開拓
促進事業                    13,743千円（県産品振興課)

○伝統工芸品・地場産品の販路拡大や魅力発信のため、付加価値の
高い商品開発の支援やブラッシュアップ、相乗効果を高めた魅力
発信を実施

①

②

③

④

⑥

⑤

⑦

⑧

三重県指定
伝統工芸品マーク
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経営基盤強化

・中小企業・小規模企業等の持続的な成長の実現に向け、有効な支援策の実施に向けた調査・分析や、
経営力の強化に係る取組を支援

・物価高やエネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業等を支援

３ 中小企業・小規模企業の経営力強化 中小企業･サービス産業振興課 ①～⑥
224-2534

新産業振興課 ⑦ 224-3113
県産品振興課 ⑧  224-2336

（新）小規模企業向け課題対策事業 18,776千円
(中小企業・サービス産業振興課)

○小規模企業をはじめとする県内企業を対象に、現状や課題、
これまでの支援の効果等に係る調査・分析を実施

○「三重県中小企業・小規模企業振興条例」の見直し
に向けた検討を実施

①

 小規模事業支援費補助金 1,639,832千円
(中小企業・サービス産業振興課)

○小規模企業等の振興と経営の安定に向け、商工会・商工会議所
等が行う経営や技術の改善に向けた伴走支援を促進

②

 適正取引･価格転嫁推進事業
5,000千円(中小企業・サービス産業振興課)

（２月補正予算）
○適正取引・価格転嫁に関する三重共同宣言を採択した関係機関・
団体と連携して、取引適正化の機運醸成に向けたフォーラムを開催

○取適法（改正下請法）などに関するセミナーを開催

⑤

 三重県中小企業支援ネットワーク推進事業
112,262千円(中小企業・サービス産業振興課)

○中小企業等の経営改善や取引適正化に向けた取組が進められるよう、
三重県信用保証協会にコーディネーターを配置し、管理会計手法の
習得・活用等を通じて収益力向上・財務改善支援を実施

⑥

 エネルギー価格高騰対策支援事業
828,045千円(新産業振興課)

（２月補正予算）
○エネルギー価格高騰の影響を受ける一般消費者や
中小企業等の負担を軽減するため、費用の一部を支援

⑦

（新）県産酒米の価格高騰対策支援事業
56,398千円(県産品振興課)

（２月補正予算）
○酒米の価格高騰に対応できるよう、清酒の製造に
使用する三重県産酒米の価格高騰分の一部を支援

⑧

価格高騰対策
 中小企業金融対策事業 489,445千円

(中小企業・サービス産業振興課)

○三重県中小企業融資制度により、三重県信用保証協会への保証
料補助や金融機関への利子補給補助等を実施

③

 （一部新）エネルギー価格等高騰対応生産性
 向上・業態転換支援補助金 323,321千円 

（中小企業・サービス産業振興課）

（１２月補正予算）
○生産性向上や賃上げ等につなげるため、計画に応じて高付加
価値化等に取り組む中小企業・小規模企業を支援

④



４ 若者や女性、外国人をはじめとした多様な人材の確保
・労働力の確保に向け、若者のＵ･Ｉターン就職とともに、女性や外国人等、多様な人材の就労を支援
・企業の働き方改革への支援や、カスハラ防止条例の制定に取り組み、安心して働き続けられる環境を整備

 雇
用
経
済
部

 1
7

働きやすい職場環境づくり

 （一部新）カスタマーハラスメント防止対策推進事業
19,430千円（雇用対策課)

○「カスタマーハラスメント防止条例（仮称）」を制定するとともに、
シンポジウムの開催等を通じた条例の周知・啓発を実施

○カスハラの防止に向けたセミナーの開催や相談窓口の開設、
中小企業・小規模企業を対象としたアドバイザーの派遣

 （一部新）働き方改革総合推進事業
30,895千円（雇用対策課)

○「みえの働き方改革推進企業」の登録を促進し、優良事例の表彰を
通じて、働き方改革等に取り組む企業等のすそ野の拡大を図る

○短時間正社員制度の導入等、誰もが働きやすい職場環境づくりに
向け、奨励金の支給やモデル事例の周知を実施

多様な人材の就労・定着に向けた支援
【若者・女性】

 （一部新）外国人材雇用･就労支援事業
29,232千円 (障がい者雇用・就労促進課)

○外国人労働者を受け入れる職場環境づくりに関する企業向けセミナーの
開催、行政書士による企業向け相談の実施

○県内企業と連携し、ｅラーニングを活用した日本語教育プログラムを実証
○留学生等を対象に合同企業説明会等を開催

【外国人】

雇用対策課 ①～③、⑦、⑧ 224-2454
障がい者雇用・就労促進課

④～⑥  224-2461

 （一部新）外国人材確保支援事業
78,154千円（障がい者雇用・就労促進課)

○雇用ニーズが高いベトナム及びインドネシアの大学生等を対象に、就業体験
や現地合同面接会の開催、三重県で働き暮らす魅力のＳＮＳ等による発信

○県内企業を対象に外国人材の活用に関するセミナーを開催

 （一部新）はじめての障がい者雇用支援事業
6,500千円（障がい者雇用・就労促進課）

○障がい者雇用を検討する県内企業等に専門家を派遣し、企業の課題に
応じた伴走支援を実施

○障がい者雇用の促進に向け、法定雇用率未達成企業と障がい者雇用に
積極的に取り組んでいる企業が意見交換する機会を提供

【障がい者】

 （一部新）Ｕ・Ｉターン就職支援事業
3,278千円（雇用対策課)

○学生や保護者のニーズを把握するとともに、学生や
その保護者を対象とした就職相談会や企業説明会を開催

○さらなるＵターン就職の促進を図るため、特に三重県出身
学生の多い中京圏・関西圏の就職支援協定締結大学等と
連携を強化し、重点的な情報発信を実施

①

 （一部新）就業マッチングシステム運営事業
5,964千円（雇用対策課)

○県内企業の求人情報等を提供する就職求人サイトを運営
○多くの若者に県内企業の求人情報が届くよう、新たに
大手就職情報サイトとの連携を実施

②

 女性の県内就労総合推進事業
18,690千円（雇用対策課)

○女性求職者等に「三重で楽しみ、働く魅力」をＰＲするとともに、
県内就職をめざす女性のニーズに合わせた支援を実施

○非正規雇用の女性等の正規雇用化を促進するため、
就職に向けた情報の発信や企業向けのセミナーを開催

③

④

⑤

⑥

⑦ ⑧


